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各市町村（学校組合）教育長　　様

18高教職第131号

平成18年4月26日

教　職　員　課　長

児童手当法の改正に伴う取扱い等について（通知）

児童手当の拡充を含む「国の補助金等の整理及び合理化等に伴う児童手当法等の一部を改正する

法律（以下「改正法」という。）」が平成18年4月1日から施行されました。

本改正により、支給対象年齢が小学校第3学年修了前から小学校修了前まで拡大され、併せて、

所得制限が緩和されました。

っきましては、法令に基づく児童手当の認定、支給等の取扱い等は下記のとおりですので、貴管

内学校に周知するとともに、該当教職員については適正な取扱いがなされるよう、ご指導をお願い

します。

記

1　制度改正等の概要

（1）これまで3歳以上小学校第3学年修了前（9歳に達する日以後の最初の3月31日までの間）

の児童を支給対象としていた児童手当法（以下「法」という。）附則第7条及び第8条給付の

支給期間が、小学校修了前（12歳に達する日以後の最初の3月31日までの間）までに延長され

たこと。

（2）（1）に伴う経過措置が設けられたこと。

（3）所得制限限度額が引き上げられたこと。

2　改正後の児童手当の種類（児童手当法上の区分）

区　　 分 支給対象年齢 所得制限限度額 根　　 拠

（1 ） 本則給付

0 ～ 3 歳未満

児童手当の所得制限と 法第4 条第 1 項

（児童手当） して政令で定める額 施行令第 1 条

（2 ） 法附則第6 条給付 特例給付の所得制限と 法附則第．6 条第 1 項

（特例給付） して政令で定める額 施行令第 1 条

（3 ） 法附則第 7 条給付

（小学校修了前特例給付）

3 歳以上12歳

に達する日以

後の最初の 3

月31日まで

（1 ）に同じ 法附則第 7 条

（4 ） 法附則第 8 条給付

（小学校修了前特例給付）

（2 ）に同じ 法附則第 8 条

3　経過措置

平成18年4月1日において、今回の制度改正に伴い、新たに支給要件に該当することとなった

者又は支給対象児童が増えることとなった者が、同年9月30日までに新規認定又は増額改定請求



をしたときは、同年4月分から手当が支給され果す。

4　所得制限限度額表（平成18年4月1日から）

扶養親族等の数
本則給付 法附 則第 6 条給 付

法附則第 7 粂給付 法 附則 第 8 条給 付

0 人 4 6 0 万 0 千 円 5 3 2 万 0 千 円

1 人 4 9 8 万 0 千円 5 7 0 万 0 千円

2 人 5 3 6 万 0 千 円 6 0 8 万 0 千 円

3 人 5 7 4 万 0 千 円 6 4 6 万 0 千 円

4 人 6 1 2 万 0 千 円 6 8 4 万 0 千 円

5 人 6 5 0 万 0 千円 7 2 2 万 0 千円

（注）

1）所得税法に規定する老人控除対象配偶者又は老人扶養親族がある者についての限度軽は、上

記の額に当該老人控除対象配偶者又は老人扶養親族1人につき6万円を加算した額。

2）扶養親族等の数が6人以上の場合の限度額は、1人につき38万円（扶養親族等が老人控除対

象配偶者又は老人扶養親族であるときは44万円）を加算した額。

5　制度改正に伴う認定等の取扱い

（1）平成18年3月31日まで小学校第3学年修了前特例給付の支給対象であった小学校4年生に

＿なっ考児章を同年4月1日以降も引き続き養育している者

平成18年3月31日まで改正前の法における「小学校第3学年修了前特例給付」を受給してい

た小学校4年生になった児童を養育する者については、継続支給となります。これに伴う螢壁

の手続きは必要ありません。

（2）現在、小学校5・6年生の児童（平成6年4月2日から平成8年4月1日までの間に生ま

れた者）を養育している者で、埋草手当等を受終車である登

平成18年4月1日において、児童手当等を受給している者で、小学校5・6年生の児童を養

育するものについては、改正法の経過措置の期間内

行うことにより、4月分から支給されます。

（平成18年9月30日まで） に額改定請求を

この場合は、額改定請求を提出させてください。

（3）現在、小学校5・6年生の児童を養育している者で、児童手当等の受給者でない者

今回の制度改正により、新たに支給要件に該当することとなった者については、

過措置の期間内（平成18年9月30日まで）

されます。

に新規認定請求を行うことにより

改正法の経

4月分から支給

この場合は、新規認定請求（前々年（平成16年）の所得証明書添付）を提出させてください。

6　制度改正に伴う事務手続きについて

新規認定請求及び額改定請求とも、「児童手当認定等請求書（届）」 により平成18年5月31日



（水）までに提出してください。当該様式は、別添様式のとおりです。

7　制度改正等に伴う手当の支給

（1）平成18年3月31日まで小学校第3学年修了前特例給付の支給対象であった小学校4年生に

なった児童を同年4月1日以降も引き続き養育している者

平成18年2・3月分と制度改正に伴い支給することとなる4・5月分を合わせて、平成18年

6月の給与支給日に支給されます。

（2）小学校5・6年生の児童に係る手当

ア　経過措置期間内・：平成18年9月30日まで）に認定請求した者

制度改正に伴い支給することとなる4・5月分は、5月末日までに届け出た場合は、通常、

平成18年6月の給与の支給日に、6月1日以降に届け出た場合は、通常、認定を行った日の

属する月の翌月の給与の支給日に4月分以降の手当が支給されることになります。

イ　経過措置期間（平成18年9月30日まで）を過ぎて認定請求をした者

経過措置期間を過ぎているため、認定を行った日の属する月の翌月以降の分から手当が支

給されることになります。



児童手当認定等請求書（届）
平成　　　年　　　月　　　日提出

任命権者　　 様
′■■＼請 届

求 出
者 茸

所属 職
職員

番号

所属長

認 印

氏名
印 芸 生年

月日

笠　 年 月 日－
住所

請求 ・届出事由　 認定 ・現況届 ・増額改定 ・減額改定 ・氏名変更 ・住所変更 ・消滅 ・その他 （　　　　　　　　　　　　 ）

（養
支 亨

給 孟

要 禁
酒

件 等

児 等

童 蒜
童
Jヽ

氏　　　 名 続柄 性別 生年月日
慧讐 別

人Iリノ。

住　　　　 所
監護の

孟一 三虹
lJ ハヽヽ

生 計 関 係 非該当年月 日 非 該 当 事 由

同 ・別 有 ・無 同一 ・維持

同 ・別 有 ・無 同一 ・維持

同 ・別 有 ・無 同一 ・維持

同 ・別 有 ・無 同一 ・維持

同 ・別 有 ■・無 同一 ・維持

同 ・別 有 ・無 同一 ・維持

所　 得　 の　 状　 況 平成　 年分所得　　　　　　　　　　 円 配偶者

の状況

氏 名

住 所

職業

所得扶 養 ‘親 族 等 数
　　　　　　 人

（うち老人扶養親族　　　 人）

備

考

円

人 円



ヽ－一

「　　　 証 明 書（児童手当即

平成：し7年度分の市町村民税における所得等の状況は次のとおりである。

声　名 生年月日　明・大・昭・平　　 年　　 月　　 日

住　所

①控除対象配偶者及び扶養親族の合計数（うち老人控除対 人
象配偶者及び老人扶養親族の合計） （　　　　　　 人）

②総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額、土地等に

円

係る事業所得等の金額、長期譲渡所得の金額、短期譲渡所
得の金額並びに商品先物取引に係る雑所得等の金額の合計

額

控

除

③　雑　　　　 損　　　　 控■　　　 除　　　　 額 1　　　　　 円

④　医　　　 療　　　 費　　　 控　　　 除　　 額 円

⑤　小　規模 企　業　共．済　等　掛　金控　療　額 円

⑥　障　　　　 害　　　　 者　　　　 控　　　　 除
障　　 人

特障‾　　 人

⑦　老年者・寡婦（一般・特例）・寡夫・勤労 老・奮婦 （一般

学生控除‾ ・特例）・寡夫・勤

（備考）　　　　 l

上記のとおり、相違ないことを証明する。

平成 年 月■ 日　　市町村長　　 ・印

（記入上の注意事項）

1．「①」の欄は、所得税法に規定する控除対象配偶者、扶養親族、老人控除対象配
偶者及び老人扶養親族の数である。

2・「②」の欄の長期譲渡所得の金額及び短期譲渡所得の金額は、特別控除額の控除
をしないで計算した額であ＿る。



拡　丸　の　内　容

支給対象年齢が、これまでの小学校3年生（9歳到達後最初の年度末）までから、

小学校6年生（12歳到達後最初の年度末）までに拡大され、
併せて、所得制限が引き上げられます。

認定額求の手続きが必婁となり享す。
新たに、児童手当彊受けられる職員については、認定請求の手続きが必要となります。

なお、改正に伴う新規請求は、平成18年9月30日までに受け付けたものに限り、
特例的に4月11］（または支給要件に該当した日）にさかのぼって支給されます。

平成］＿8年度に小学校4年生の児童がいる職員
（平成8年4月2日生まれ～平成9年4月1日生まれ）

これまで、当該児童に係る児童手当を受給していた職員は、特段の手続きをする必要はありません。
上記に該当しない職員で．次の受給資格がある場合は、認定請求の手続きが必要になります。

平成18年度に小学枚5年生または小学校6年生の児童がいる職員
（平成バ年4月2日生まれ～平成8年4月1日生まれ）

平成18年4月1日時点で、児童手当を受給していない職員は「認定請求」、児童手当を受給している
職員は「額改定請求」の手続きが必要となります。

これまで、所得制限により児童手当を受給していない職員

所得制限の引き上げ（次ページ）により、新たに児童手当を撃給できる場合がありますので、該当する
職員は、「認定請求」の手続きが必要となります。

【認定（額改定）請求に必要な添付書類】

・所得証明書（平成16年）
・住民票（扶養手当上の扶養親族である場合を除く）



制度は、児童を養育している方に手当を支給することにより家庭における生

活の安定に寄与するとともに、次代の社会をになう児童の健全な育成及び資質の向上に
資することを目的にしています。

●児童手当制度の目的

し漂護憲慧漂許諾誤慧謂豊諾三禁話語〔
以上の場合には、児童手当は支給されません。

2　支給手続き

児童手当は、児童を養育する家計の主たる生計維持者が申請し、住所地の市町村長（公務員の方は

」勤務先）の認定を受けることにより、申請した翌月分から支給されることになります。（今回の制度改正に係
る申請については、特例があります。）

3　支給月額

第1子5．Odo円、第2子5．000円、第3子以降10．000円

4支払時期
児童手当は・原則として、毎年2月、6月、10月に、それぞれの前月分ませが支給されます9

5所得制限限度額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔
所得制限限度亀は、前年（1月から5月までの月分の手当については前々年）の所得額で判定しますが．

所得額ペースで夫婦と児童2人の世帯の場合の目安は次のとおりです。
■●＝●…■■HHHM＝仲川…＝■一山……一日h………………………………………………用い……………………………■－………伸■■■…■…t…■－ヽ

■

童　扶養撃等3人574万円未満→18年4月から646万円未満　j
●

（単位：万円）

扶 養 親 族 等 の 敢 、＿．… 二 泰 則 給 付 ．仙 ．‥，¶読 取 脱 兎 輸 捜 …

法 附 則 第 7 条 給 付 法 附 則 箕 8 彙 給 付
0 人 4 6 0 ．0 5 3 2 ．0
■1 人 4 9 8 ．0 5 7 0 ．0
2 人 5 3 6 ．0 6 0 8 ．0
3 人 5 7 4 ．0 6 4 6 ．0

4 人 6 1 2 ．0 6 8 4 ．0

5 人 6 5 0 ．0 7 2 2 ．0

注1）

所得税法に規定する老人控除対象配偶者又は老
人扶養親族がある者についての限度額く所得額ベー
ス）は左記の魚に当該老人撞除対象配偶者又は老
人扶養親族1人につき6万円を加算した額。
注2）

扶養親族等の数が6人以上の場合の限度額く所得
額ベース）は、1人につき38万円（扶養親族等が老
人控除対象配偶者又は老人扶養親族であるときは
44万円）を加算した嶺。



改正児童手当Q＆A

改正児童手当Q＆A

t制度改正に伴う手続き

4／1時点区分

①小学校4年生のみ

②小学校4年生

＋小学校3年生未満

③小学校5・6年生のみ

＼＿＿′

④小学校5■6年生

＋小学校3年生未満

新規認定又は額改定請求 平成16年 住民票（扶養手当上の扶

（4 ・5月分に係る請求） 所得証明書 養親族である場合を療く）

手続き不要
不要

（前年提出済み）
不要

手続き不要
　 不要

（前年提出済み）
不要

新規認定請求を提出

→里盛上旦垂の所得により決定
必要 必要

額改定請求を提出 不要
必要

→認定（所得制限は前年に確認済） （前年提出済み）

籠改定請求を提出 不要
必要

→認定（所得制限は前年に確認済） （前年提出済み）

⑤小学校4年生

＋小学校5・6年生

■年齢拡充の取扱い

問1今回の支給対象年齢の改正により、平成18年4月に新たに支給対象拡大となる児童は、平成6年4月

2日生まれ以降の児童となるのか。

（答）そのとおりです。平成5年4月2日～平成9年4月1日生まれの児童が新たに支給対象となります。

間2平成18年4月に小学校4年生になった支給対象児童をもつ受給者については、平成17年度末に消滅

処理を行わず、4月分からも継続して支給となるのか。

（答）当該受給者については、

続きは必要ありません（，

暮新規認定請求の取扱い

継続して支給となります。なお、この場合は、特段の羊

問35歳の児童と小学校5年生の児童をもつ者から薮匙認定請求する場合の支給開始時期は。また、こ

のような場合は、認定請求書は同一（1枚）でよいのか。

（答）全ての支給対象児童に係る手当について、同一（1枚）の認定請求書により提出してください。

支給開始時期は、経過措置期間中に提出された場合にあっては、5歳の児童に係る手当については請

求のあった日の属する月の翌月分からの支給となり（4月分まで遡ることはない）、小学校5年生の児童に

係る手当については4月分まで遡って認定することとなります。



改正児童手当Q＆A

間4 ・軍如 年4月1讃 増床 こ由亘 ？、．痺痺　 嘩猿4ヰ早年生め児華を養育す尋と牲なヰ 者が、軽過

・一軸 圃二（平鹿1線 卓見画 まで）lこ嘩 淀革求を密虹た痩合の取扱岬 も垂 ．土中車台虹 乱

〒・・－晦 嘘由は弼斡 二i・手．＝

（答）経過措置期間内に提出された場合は、事実発生日の属する月の翌月である5月から支給されます。こ

の場合は、平成16年分所得証明書棚定請求に添付してください。

また、平成18年6月以降の受給資格を確認するための現況届く平成17年分所得証明書添付）も必要

です。

なお、9歳未満の児童の認定請求があった場合は、請求のあった日の属する月の翌月からの支給となり

ます。間5も同じ。

佃 さ ■ヰ 顧 嘩 錦 由 由蝉 擾 車 軸 軟 蹄 軸 嘩 校 本鱒 年 軸 垣 を蝉 亭主軽 重境 妻 姉 秦麺 ‥

・■ノ′l　　 ・．一■■！一頂 画 廊 車 康 蕪 年 綿 中 軸 や l

二■湧 軸 暁 軸 掛 予

を痙 由 恵鵠 台 の血 痕 L iは ふ■．∃酷 ここ由場 合 広 恕
自

i．
11Iノ，＿．■，

†
・．ノ・一

　 、・二1二（答）経過措置期間内に提出された境台は、事実発生日の属する月の翌月である6月から支給されるので、

平成17年分所得証明書を添付した新規認定許求書により、6月以降の受給資格を確認することとなりま

す。なお、この場合は、現況同は不要です。

■額改定請求の取扱い
占 ■姦 ＝八 一■’　　　　　 ： ′∵■ ノ ∴ 「 壷 一こ ．　　 ▲旭 岳 か ‾てこ

・ぐ、

．r ！

L … こ ∴ ∴ 争∴

ん二■ ・・1 － ・ ＿一　　　　　　　　 1 ．－

（答）請求・届出事由は、『その他（法改正）』と明記してください。

・周 十 韓 二 痺 章 岩 垂 車 軸 虹 亘 や 新 二 、・‡　　　　　　 ‘■■㌻種 J噂 軽 さ 運 転 車 軸 重 責 車 軸 醜 章 と 串 重 め 静　　■1■、

・iL ・■I■　　－

牒 撃 墜 叩 鱒 準 立

1‘

9 ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 11
′ヽ √二　　　　　　　　　　　 ・キ　ー

1 車 重 が な 亘 も 醸 噛 麺 醸 し て 劃 嘩 　　　　　　　 ‾＿ヽ

＝◆t■．

（答）制度改正に伴い、支給対象児童が増える（平成18年4月に小学校5年生・6年生になった児童がいる）

受給者については、垣改定請求が必要です。（改正法附則第3条第2項）

また、請求がない限り、職権で増額認定することはできません。「児童手当認定請求書（眉）」を提出して

ください。（請求1届出事由は、『その他（法改正）』。）

潤 8 琴過措直納尚を過ぎてi制度華甲に伴う樹 如 た盤台、新たに支細 虻 なった児童に俵

－る手当の支給開始の月はい刊こな尋のかこ

（答）請求のあった日の属する月の翌月からになります。

2



改正児童手当Q＆A

間99歳到達で平成17年度末に受給権が消滅した受給者で、平成17年度の現況届が未提出であった

（平成17年6月分より支給していない）が、現況届が提出された場合、引き続き継続という考え方でよい

か。

（答）そのとおりです。平成17年度現況届で受給資格を確認した場合は、引き続き平成18年4月以降も引き

続き受給者として取りまわて差し支えありません。（新たな認定請求は不要。）

■所得制限緩和による取扱い

扶養親族等の数

　　　」

0人

1人

2人

3人

4人

5人

本則給付 法附則第6条給付

法附則第7条給付 法附則第8条給付

改正前 改虚琴 改正前 改虚後

、3 0 1 万円 4 6 0 万円 4 6 0 万円 5 3 2 万円

3 3 9 万円 4 9 8 万円 4 9 8 万円 5 7 0 万円

3 7 7 万円 5 3 6 万円 5 3 6 万円 6 0 8 万円

4 15 万円 5 7 4 万円 5 7 4 万円 6 4 6 万円

4 5 3 万円 6 12 万円 6 1 2 万円 6 8 4 万円

4 9 1 万円 6 5 0 万円 6 5 0 万円 7 2 2 万円

問10特例給付の受給者が所得制限の緩和により、本則給付に区分が切り替わった場合には、再通知する

必要があるか。

（答）再通知の必要はありません。

間11平成17年度児童手当等を受給できる者（小学校3年生までの児童をもつ者）で申請漏れの場合、9月

30日までの間に認定請求を行った場合、所得制限緩和の対象者として平成18年4月より遡って認定でき

るか。

（答）経過措置期間中の場合であっても、申請漏れであった場合については、4月分まで遡ることはできません。

請求のあった日の属する月の翌月分からの支給となります。

問12平成18年4月、5月支給分の所得については、平成16年所得で判定し、6月分以降分については、

平成17年所得で判定することとなるのか。

（答）そのとおりです。



改正児童手当血色A

牒恒・’．■平鹿17年中 嘲醸庫敵 所得制限t岸り支給事由が消滅した者海 況頑痩出盛み底 薪軸

；‘励 癖和声呼 固唾 4月殖 支線 なる場合、鍵 に如 請求を行う亘となる中れ あ如 ま、…・　　　　　　　　　j■

ヰ痍戸車綿癖 締 る亘出帆柵 痺行う地車唾恥
（答〉請求がない限り柿棺こより認定することはできません。新たに認定請求書の提出が必要です。

蜘 チ∴韓 専朝顔ホ 車 商 あ亘 から、．尊 重拍毎 亘貞男恕 麺 妻轟重出 ＿血

∴■■より車由 も卓4 月から衰 絶無 由 ■畠瘍台は÷まず平鹿 確 度加 東況盾

　　 ■！；剋 ∵薪翠鞄 嘩 あ筆画

を提出しこ．消減の認定を行

＝華 河 串 担 頑 固 画 軽 重 垂 画 虹 ∴ 十
こ・■、

■′l′
く■′

（害）現況届の提出は法的に必要なものであることから、認定等請求書は現況届、新規認定請求とを併せて

提出させてください。なお、所得証明書（平成16年）は1部閻す。

次に、それぞれの届の記載例・決定通知例を示します。

請求・届出事由…現況届

決定内容・・・消滅、支給開始又は改定年月日・平成17年6月から

請求・届出事由…認定

決定内容…認定、支給開始又は改定年月‥・平成18年4月から

1経過措置の取扱い

提出する届の他の記載事項

は、児童が増減しない限り、

全く同じになります。

≡面 ■－5 ▲ 　 ■、ィ、 1′．蕗 壷 虹 力連 載 i 毒 虫 扇 島年 生 血 痕 垂 加 塙 者 とさ 　　　　　　　　 ‘ノ．．ヽ鹿 －ナ年 良 く平 鍵 6 年 ） 弼弼　 卸

立 ・嘩 l】　　 ；1′∴ ′　 ・・」■一・・　 ■■j・’八加 療 由 綿 密 東 も嘩 押 上 ．，＝、≡

（答）そのとおりです。

・≡画 二二

こ■ご′

碑 酔 顔 ㌢ヾほ酎捷頭 ・卸自宅畢軒 尊皇請求元轟 こうL再 よこ車畢嘩 月　　　　　　　iヽ 斬 面責轍 海呑め　■l
　 t

l ∴ ご ・

二 ・ p ニ ■ ・ ・ －

′ ●　 ‾

（苔）そのとおりです。

1現況届の取扱い（平成18年5月下旬以降は、ここを参照）

開．1■7・・▼嶺車軸 伴L廟 規l車 軸 蹄をした面出 して二時阜下旬以健巨に凍出する串と串る塀 況扁明細 ＿．

＝牒舶 細工

（筈）現況届の提出は必要です。

平成18年6月以降の手当の支給要件に該当してL喝か、平成17年分の所得葡確認する必要があるか

らです。なお、今年度の現況届の提出に係る通知は5月中旬を予定しています。

4



改正児童手当Q＆A

間18現在、児童手当等を受給中の者が、現況届提出の際こ今回の制度改正で要件を満たす児童の氏名

を記載した場合、その児童についての額改定請求があったものとみなしてよいか。

（答）問5の（答）のように、制度改正に伴い支給対象児童が増えるものについては、額改定請求を行うことが

必要であり（改正附則第3条第2項）、現況届に支給要件児童の氏名を記載したことをもって請求したもの

とみなすことはできません。

間19現在、受給中でない者が現況届を提出する時期になった場合でも、4・5月分を受給するには、新規認

定請求（平成16年所得証明書添付）を行い、6月分以降の受給のために、現況届（平成17年所得証明

書添付）の2つの届出が必要になるのか。

（答）それぞれ届出が必要となります。平成18年4月分及び5月分の児童手当等を受給するためには新規認

定請求を行うことが必要であり、また、現況届は、平成18年6月以降の受給資格を確認するために必要で

あるためです。

■その他

問20新規認定（改定）請求と現況届の様式は。

（答）それぞれとも「児童手当認定等請求書（届）」を使用してください。

なお、用紙は総務部掲示板またはイントラWeb（イントラトップ→総務部イントラ→行政管理課→諸手

当）からダウンロードしてください。

間21平成18年4月1日付けの人事異動により、公益法人等への派遣から復帰した職員についての取扱い

は。

（答）児童手当法第8条第2項の規定により、認定の請求をした日の属する月の翌月から支給となります。つま

り、4月1日に請求したとしても5月分からの支給となります。

よって、設問の者が今回の制度改正により支給対象児童ももつこととなる場合は、4月分は市町村からの

支給となりますので、市町村に認定（額改定）請求を行ってください。

5



児童手当認定等請求書（届） 新規認定請求見
平成18年　5月22日提出

職

平

氏 名

件

別

男 同 別 有 無

女 同 別 有 無

無職

0円

円

人 円



児童手当認定等請求書（届） 額改定請求見
平成18年　4月27日提出

任命権者

高知県教育委員会 様

諸 富

求 出
著 書

所属 0 0 市立 0 0 小学校 職
0 0 0 職見

事番号－●

。。。。。。　 憶 属雷 P

氏名
。。 。。 印 は 。 生年

月日

㌣ 讐 ）月。 日
住所 高知市0 0 b

請求 ・届出事由　 静定 ・現況届 ・増額改定 ・減額改定 ・氏名変更 ・住所変更 ・消滅 その他 （ 法改正　　　　　　　　　　 ）

′－ヽ蓑
支 芋

給 畠

要 望

満
件 等

児 三

重 完

童
＿ヽ■′

氏　　　 名 続柄 性別 生年月 日
芸霊 別

住　　　　 所
監護の

有 無
生 計 関 係 非核当年月・日 非 核 当 事 由

0 0　 0 0 長男 男 H 乱4．2 智 刺 有 ・無 同一 ・維持 18 歳以上

0 0　 0 0 長女 女 H 6．9．1 毎 ）別
有 ・無 同一 ・維持

0 0　 0 0 次男 男 H 16．5．1 貢・別 ・無 p　 ・維持

有 ・無 同一 ・維持■　“、へ．ノーー
r二■～■

軋∴・・．．．．亡・■1∴誉：．j・T‘ ▲r二：－！－■t ▲：鰭‘．∴’ う・軋■＝■の・l 競漕
．．．■

有 ・無 同一 ・維持：‥・・じ＝■■三
・・∴バ∴：・

顛♯ 嘩 軸 ．≡－ ・端 緒 誓罵 藍▲◆て
＝Jtヽ・ここ丑・．．

：三で．・工手Lt・・・
l

・：・＝・描く・＝
iJLr主謀

有 ・無 同一 ・維持「前「
所　得　の　状　況 平成16年分所得　　　 6，5 0 0，0 0 0 円 配偶者．

の状況

氏　名 0 0　 0 0 職業 無職

住　所 同居 所得 0円獲養 親族 等 数
　　　　　　 4 人

（うち老人扶養親族　　　 人）

鹿

考

円

人 円


